
令和７年度 自主防災組織研修会

令和７年５月３１日（土）
平塚市 災害対策課 訓練担当

Youtube「防災ひらつかチャンネル」
・避難情報・避難行動
・資機材の取り扱い
・家庭でできる対策 など
役立つ情報を発信しています！！



本日の内容

１ 令和６年能登半島地震を踏まえた
備えと対策、自助の促進

２ 自主防災組織の役割・訓練手法、
資機材の紹介について

３ 避難所、避難行動要支援者制度について

４ 地区防災計画について

５ 自主防災組織資機材等整備事業助成金について



研修の目的

◆自助・共助による地域防災力の向上のため、自
主防災組織の役割を理解することです。

◆自主防災組織の役割を理解し、地域防災力を向
上させ、知見の習得に加え、今後起こりうる災害
に対し、平塚市と共に災害応急対策を行っていた
だきます。



石川県輪島市「五島屋」

石川県珠洲市「鵜飼漁港」

石川県輪島市「朝市」

石川県志賀町の道路閉鎖
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１ 令和６年能登半島地震を踏まえた
備えと対策、自助の促進



令和６年能登半島地震について

概 要

発生日時 令和６年１月１日（月）１６時１０分

地震の規模
地震の規模を表すマグニチュードは、７．６
観測された最大震度は、石川県志賀町で震度７

石川県輪島市で震度７

被害状況等

人的被害 死者：592人（うち災害関連死364人）
負傷者 重症：417人、軽傷：978人

住家被害 全壊：6,520棟、半壊：23,600棟、
一部損壊：134,520棟
床上浸水：6棟、床下浸水：19棟



項目 内 容

派遣期間
令和 6年 1月 19日（金）～3月 29日（金）【神奈川県】
（令和 6年 1月 9日（火）～1月 24日（水）緊急消防援助隊）

派遣地 志賀町役場本庁舎／志賀町役場富来（とぎ）支所

実施業務

① 罹災証明書等発行業務
② 志賀町役場本庁舎から配送予定の物資の連絡受付
③ 町職員との各種調整
④ 物資倉庫からの払い出しや払い出しの検討
⑤ 視察等の来訪者対応
⑥ 支援機関との連携・調整
⑦ 愛知県避難所担当者との連携

総務省の「応急対策職員派遣制度」に基づき

神奈川県と合同で派遣する応援職員

平塚市の支援業務の全体概要



志賀町の様子（R6.1）

①下水道 使用ＮＧ

⇒災害用トイレの使用の徹底

②上水道 断水

⇒給水タンク（袋）での給水



志賀町の様子（R6.1）【備えと対策】



阪神淡路大震災 新潟中越沖地震 熊本地震 能登半島地震

発生日 平成7年1月17日 平成16年10月23日 平成28年4月14日(前震)
4月16日(本震)

令和6年1月1日

電気 約1週間 約1週間 約1週間 約2か月半

ガス 約3か月 約1か月 約2週間 約2週間

水道 約3か月 約1か月 約3か月 約5か月
（立ち入り困難地域除く）

ライフラインの被害状況（復旧に要した期間）

⇒ 令和6年能登半島地震では下水道の復旧に4～5ヶ月を要した



１人 １日 ３Ⅼ必要

飲料水

１人 １日 平均５～７回排泄する

（参考) ５回（目安）×７日分×人数分
= 回数必要

トイレ

水・食料、トイレは、一週間分を目安に備えよう

今日からできる家庭での取り組み

３L×７日分×１人分
→ ２Lペットボトル約１１本分

（参考）３L（リットル）×７日分×人数分
＝リットル必要



＜ローリングストック＞

いつも使うものを１週間分を目安に買っておき、

消費したら補充し、常に一定の備蓄がある状態にしておくこと。

（例）飲料水、レトルト食品、インスタント食品、お菓子、

トイレットペーパー、おむつ など

＜フェーズフリー＞

「備えない防災」と言われる、非常時にも使えるものを

日常に取り入れること。

（例）LED付バッテリー、アウトドア用品 など

今日からできる家庭での取り組み



２ 自主防災組織の役割と訓練手法、
資機材の紹介について



自主防災組織とは

※ひとたび大規模な災害が発生したときに、被害の拡大
を防ぐためには、国や都道府県、市町村の対応（公助）
だけでは限界があり､早期に実効性のある対策をとるこ
とが難しい。

自覚

自分たちの地域は
自分たちで守る

目的

災害による被害を
予防し、軽減する

活動

防災教育、避難行動
要支援者対策、
避難所運営など



なぜ自主防災組織が必要か？

災害後 身を守る自助 ⇒ 共助、（公助）

自助

自助

自助自助

自助

共助による組織的な対応！

自助

災害発生

安否確認

救出活動

初期消火

情報の収集
・伝達



自主防災組織の必要性

多くの人が災害前から「自助」をしていない・・・

災害時には、「自助」「共助」と言われていますが・・・

自助

自助自助

自助自助

自助

災害時に、身を守る「自助」ができなければ、
「共助」もできない



自主防災組織の活動の必要性

自主防災組織の日常における活動の目的

地域とのつながり・結びつきが希薄化する現在、
安心・安全な暮らしを守る地域社会づくりには、
「自助」・「共助」の力を高める自主防災組織の
活動が不可欠

①

【自助力の向上】

各家庭での
防災対策の促進

②

【共助力の向上】

地域の
災害対応力の向上



平常時の主な取組み
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地域ぐるみでの
防災意識の醸成、

教育実施

①

家庭内の
安全対策の推進

②

地域の
災害危険個所

の把握

③

防災訓練

④

平常時から、防災意識の向上、地域の災害に対する
備え、自助・共助の意識の向上などに取り組む



平常時の主な取組み例



平常時の主な取り組み例

【相乗効果】
・防災意識の向上
・それぞれの役割、強みを理解
◎生徒も一緒に
→災害発生時には、大きな戦力に

避難所運営委員会

地域
（自主防災組織・自治会）

学校
（生徒・先生）

市
（避難所配備職員・災害対策課など）



訓練手法

災
害
対
策
課

地震体験 地震体験車で震度７の揺れを体験 30分～

日頃から備える防災グッズの紹介 非常用持ち出し袋、家具転倒防止器具、ロープ等 30分～

救出・救護訓練 倒壊家屋からの負傷者の救出 30分～

搬送訓練 負傷者のための各種搬送方法の実技 30分～

初期消火訓練 消火のポイントを学ぶ水消火器体験 30分～

給水訓練 簡易組み立て式給水タンクの取り扱い 60分～

避難所開設訓練
受付・テント設営・トイレ組立・ベッド設営・ペット避難等
（参加者による選定）

６0分～

各種図上訓練
ＨＵＧ（避難所運営ゲーム） 90分～

クロスロード（災害対応カードゲーム） 60分～

防災講話

平塚市に想定される災害
【地震・津波】【洪水・内水】【土砂災害】 各45分～

地区防災計画の作成について 30分～

避難行動要支援者制度について 15分～



訓練手法

平
塚
パ
ワ
ー
ズ

手作り防災グッズ紹介・体験
段ボールトイレ、防災頭巾、防寒対策、ジーパ
ンリュックサック、ビニール袋雨合羽、ペット
ボトルランタンなど

30分～

応急手当 三角巾、身近な物を使った応急手当 30分～

手作り非常食の紹介 誰でもできる簡単非常食 60分～

元
平
塚
市

消
防
長

小
林
氏

防災講話
～阪神・淡路大震災から30年特別講話～

元平塚市消防長による阪神・淡路大震災からの教訓（地震、
火災などに対する備え） ３0分～

貸
し
出
し

初期消火訓練 水消火器による消火器のコツを学ぶ —

ＤＶＤ 防災教育（地震、豪雨、火災）など —

防災訓練申込書、結果報告書及び資機材借用申込書は、下記からダウンロード可能です。
平塚市ウェブ＞暮らし・手続き＞防災＞啓発・防災訓練＞訓練申込書・結果報告書・資機材借用申込書



連合自治会単位での避難所運営・開設訓練の実施について

【課題】

• 単位自治会のみの訓練は、少人数での開催となり全
体規模等がつかめない

• 局所的な訓練となり、全体の課題が抽出できない

連合自治会単位での

避難所開設訓練を実施



連合単位訓練のご提案について

【訓練メニュー、内容一例】

１ シェイクアウト訓練
２ 受付訓練
３ 避難所開設訓練
４ 資機材の紹介
５ 起震車による地震体験
６ その他

令和６年度 連合自治会による防災訓練実施地域（１１地区）

東中原連合、南原連合、大原連合、中原連合、吉沢連合、

富士見連合、真土連合、岡崎連合、港連合、八幡連合、崇善連合

自主防災組織資機材等
整備事業助成金の対象
となります



地域訓練への取り組み【備えと対策】

総務省消防庁 資料抜粋



地域訓練への取り組み【備えと対策】

１ 熱中症特別警戒アラート発出時
全ての訓練中止

２ 熱中症警戒アラート発出時
熱中症対策等取れていると判断できた場合
（室内で環境が整っている等）実施

３ 暑さ指数（WBGT）測定器による判断

４ その他（上記に記載されていない事項）

熱中症警戒アラート時注意事項



◆簡易トイレ ◆便袋

平塚市 避難所配備している資機材の紹介（例）

◆ラップ式トイレ（ラップポン） ◆プライベートルーム



３ 避難行動要支援者制度（避難所）について



避難行動要支援者制度について



避難行動要支援者制度とは

「自助」・「共助」の内、災害時の避難において
支援が必要な方（＝「自助」が困難な方）に対し
て、地域における支え合い「共助」を仕組み化す
る取組みです。



避難行動要支援者制度とは

〇 制度の目的

要支援者本人若しくは関係者等に、市へ情報をご登録いただき、そ
の情報を平時から地域に提供・共有しておくことで、災害時におけ
る避難行動要支援者の被害を軽減することを目的としています。

〇 制度の特徴 ～地域、避難支援者へ名簿を提供します～

要支援者本人が個人情報提供に同意

→市関係課・自治会・民生委員児童委員・平塚市消防本部及び

平塚市消防団、神奈川県平塚警察署・高齢者よろず相談セン

ター・平塚市社会福祉協議会・避難支援者等に平時から、情報

提供・共有をしています。



避難行動要支援者制度の登録対象者

☝ 登録の対象者は？

次のうち、災害時の避難等において支援を必要とする方

① 高 齢 者 ７５歳以上ひとり暮らし

② 要介護認定者 要介護３以上の認定をされている方

③ 障 が い 者 身体障がい（1級、2級）知的障がい（Ａ1、Ａ2）
精神障がい（1級）

④ 難病 患者 等 指定難病医療費支給認定患者
（人工呼吸器装着等日常生活要支援者）
小児慢性特定疾病児童等
（医療的ケアが必要な者）

〇 上に掲げる者のほか災害時において支援が必要な方
〇 旧制度（Ｒ２年度以前）登録者のうち新制度への登録に同意する者

※ 施設に入所されている方は本制度の対象となりません



登録方法 ≪随時受付≫

〇 申請書に必要事項を記入し、市役所福祉部へ提出

して下さい。民生委員やご家族が提出することも

出来ます。

〇 登録後、名簿・個別計画を自治会長と民生委員へ送付し

ます（４カ月に１度 ６月・１０月・２月 ）

※ 要支援者本人にも、登録完了通知を送付します。

避難行動要支援者制度の登録方法



避難行動要支援者名簿の更新

名簿更新 ≪年１回 ６月≫

〇 自治会長と民生委員等に、最新名簿を送付し、

古い名簿を回収します

→６月５日（木）発送予定



避難行動要支援者制度について、地域にお願いしたいこと

地域へのお願い

👉 自治会長や民生委員で要支援者名簿の活用をお願いします。

〇 ６月に届く名簿をもとに、地域内の要支援者を確認

〇 自治会と民生委員にて、要支援者を訪問して状況を確認

→ まずは、顔の見える関係性づくりから



避難所について



指定緊急避難場所・指定避難所とは

指定緊急避難場所・指定避難所の違い

【指定緊急避難場所】（小中学校等全5５箇所 ※市外含む）

• 災害対策基本法第４９条の４に基づき、 「地震」「洪水」等災害種別ごとに指定

• 切迫した災害（風水害など）の危険から身を守るために一時的に難を逃れるための場
所（一時的滞在）

• 指定避難所で対象としている自治会に関わらず、安全に移動できる指定緊急避難場所へ
避難が可能

【指定避難所】（小中学校等全5４箇所 ※市外含む）

• 災害対策基本法第４９条の７に基づき指定

• 避難した居住者等が災害の危険がなくなるまで一定期間滞在、又は災害により自宅へ戻
れなくなった居住者等が、一時的に避難生活を送る場所（中長期の滞在）

• 各指定避難所ごとに対象自治会が決まっており、避難所の円滑な運用を確立するために
平時から各避難所では「避難所運営員会」を設置している



指定緊急避難場所・指定避難所の違い

【指定緊急避難場所】 ～一時的な滞在～

• 切迫した危険から緊急的に身を守る一時的な滞在場所（自治会等の関係なし）

• 配備職員が中心となることが主だが、必要に応じて地域の方にも運営に協力を得る

• 原則、風水害時（あからかじめ予想がつく災害時）については、避難者各自で必要な物（飲
食・防災グッズ等）を備え、避難の際には持参するよう呼び掛けている

【指定避難所】 ～中長期的な避難生活～

• 被災して自宅を失った地域の方等が共同で避難生活を送る場所（自治会別）

• 生活する避難者同士で、清掃や炊飯などの役割を担い、避難所運営を行う

• 避難所の避難者に加え、避難所に来ていない避難者（車中、在宅等）に対しても、物資の支
援を行う

それぞれの避難所のポイント



避難所運営に向けた取組み／備蓄の整備

避難所の運営について

• 指定避難所（以下「避難所」）では、地域で協力して避難所運営を行うこととしています。

• 避難所開設時の円滑な運営のために、平常時に「施設管理者（避難施設）」「自治会（地
元住民）」「職員（市）」による避難所運営員会を開催し、避難所運営マニュアルの見直
しや防災訓練などを実施し、地域ぐるみで災害時に備えた取り組みをしています。

• 平時において、災害時に必要とされる水・食料や、発電機、毛布、間仕切り、ダンボール
ベッドなどの資器材を各避難所に配備し、防災倉庫へ備蓄しています。

水・食料を含め、備蓄品は、従事職員も利用します。



☝ 避難所運営委員会に民生委員の選任をするよう案内します

避難所におけるR7年度の変更点

要配慮への支援が円滑に行えるよう、日頃から地域の要配慮者

と接する機会が多い、民生委員を避難所運営委員に加えること

を推奨します。

☝ 地区公民館も新たに、指定緊急避難場所に指定しました

現在の小中学校等の５５カ所に加えて、各地区公民館も指定します。

※「指定避難所」としての指定はしません。(運営委員会の組織なし)

☝ 避難所運営委員会 地震時の自動参集基準が変わりました

市職員、避難所運営員会メンバーの自動参集の基準が、

震度５強 から 震度５弱 に変更となりました。



４ 地区防災計画



地区防災計画 目的

自主防災組織の関係者の方々に、
地区防災計画の概要についてご説明し、
地域における
「自助」、「共助」による防災力の向上
に寄与する。



地区防災計画とは？

防災計画は、国レベルの防災基本計画と、地方レベルの
都道府県及び市町村の地域防災計画を定め、それぞれのレ
ベルで防災活動を実施してきました。

東日本大震災において、自助、共助及び公助が連携するこ
とによって大規模広域災害後の災害対策が円滑に機能するこ
とが認識されました。

市町村内の一定の地区の居住者等が行う自発的な防災活
動に関する地区防災計画制度が創設されました（平成26年
４月１日施行）。



地区防災計画

項 目 内 容

地区防災計画とは？
地区居住者等により自発的に行われる防災活動に

関する計画

誰が作るのか？
「自助」、「共助」による取り組みの考え方に

基づいて地域の皆さんで作り上げる。

期待できる効果？
地区防災計画に基づいて防災活動を実施し、

計画の評価・見直しを行っていくことにより、地域
における「自助」、「共助」による防災力の向上

地区居住者等とは
具体的に誰？

地域住民、自主防災組織（単位自治会、連合自治
会）、学校、企業、病院等多様な者が想定されてい
る。



地区防災計画

項 目 内 容

計画の内容は？
地区の特性に応じて自由な内容で防災

計画を作成できる。

地区の特性とは？
自然特性：沿岸部、内陸部、山間部
社会特性：都市型、郊外型

特性に応じる
想定災害や被害は？

沿岸部：地震、津波、高潮等による
建物倒壊、浸水被害等

山間部：地震、豪雨等による土砂災害等

平塚市内での地区防
災計画の作成状況

は？

なでしこ地区、城島地区、旭北地区、金田地区、
豊田地区、吉沢地区、岡崎地区、港地区において
作成（８地区）※各単位自治会において作成



地区防災計画により命が助かった事例

長野県長野市長沼地区の事例

長沼地区は、水害が多い地区で、寛保2年（1742年）には
千曲 川の決壊により、多くの方々が亡くなりました。

そのため、平成27年（2015年）に地区防災計画を作成
していました。

令和元年（2019年）東日本台風の際には、
地区防災計画に従って、住民が相 互に声を掛け合って
早期避難を行いました。その結果、急激な河川氾濫に
もかかわらず、多くの住民の命が救われました。



愛媛県松山市高浜地区の事例

愛媛県松山市高浜地区では、県から土砂災害
警戒区域が公表されたことを受けて、 住民たちは、
自主防災マップを見直し、土砂災害用の 新たな避
難場所を決め、災害が差し迫ったときには自主的
な見回りを行うこととしてい ました。

平成30年（2018年）の西日本豪雨の際には、土
砂災害等が発生しましたが、事前に住民によって、
見回り等が実施されていたことから、早期に住民
が避難することができ、住民全員の命が助かりま
した。

地区防災計画により命が助かった事例



地区防災計画

項 目 内 容

計画作成後は？（計画作成
がゴールではありません。）

・計画に基づく防災活動を実施
・防災活動が形骸化しないように定
期的に計画の評価や見直しを行う。
→実働訓練、図上訓練等の実施

地域における
「自助」、「共助」による防災力の向上

地区防災計画 定期的な計画の検証・修正
（地域の皆さんで検討）



地区防災計画
計画の一例

△△地区防災計画

１ 計画の対象地区の範囲
△△市△△町

２ 基本的な考え方
（１）基本方針（目的）
（２）活動目標
（３）長期的な活動計画
３ 地区の特性
（１）自然特性
（２）社会特性
（３）防災マップ
４ 防災活動の内容
（１）防災活動の体制（班編成）
（２）平常時の活動
５ 実践と検証

地区防災計画ガイドライン

内閣府（防災担当）
Ｈ２６．３より抜粋



地区防災計画

計画の一例

防災施設等 危険区域等

危険区域等
防災施設等



地区防災計画まとめ

地区防災計画作成のメリット

１ 地区の災害リスクを把握することができる。
２ 災害時に住民の皆さんの安全を確保することができる。
３ 防災担当者が交代しても継続的な活動ができる。

◎地区防災計画の作成
◎計画作成後の見直し等
図上訓練、実働訓練の実施

災害対策課は
必要なお手伝い



◆ 令和６年能登半島地震を踏まえた備えと対策、
自助の促進
→平塚市としては、災害用トイレや給水に伴う

資機材の備蓄の重要性

◆ 自主防災組織の役割・訓練手法・資機材の紹介
→「自助・共助」の重要性
→「連合自治会単位」の訓練の必要性

全体のまとめ



◆ 避難所、避難行動要支援者制度について
→「避難行動要支援者制度」を活用した

個別避難計画の大切さ
→地区公民館も、指定緊急避難場所に指定

◆ 地区防災計画について
→地区の災害リスクの把握

防災担当者交代後も継続的な活動

※自分が被害に合わないように、日頃から備え（自助）、その後、出来る範囲
で周りの人を助けることが出来る地域づくり（共助）を目指していきましょう。

全体のまとめ


